
　市では、若い世代などのまちづくりへの参画機会の充実や、シティプロモーションによるまち
の魅力向上、DX＊１やBPR＊２による業務改革の推進、児童福祉と母子保健の一体的な支援の推
進など、新たな政策課題や市民ニーズに的確に対応できる組織体制づくりについて、現行の組
織の見直しを検討してきました。
　その結果として、７月７日㈪から組織体制が次のとおり変更となります。
＊１　DX（デジタルトランスフォーメーション）…ITの浸透が、人々の生活をあらゆる面で良い方向に変化させること
＊２　BPR…業務プロセスの全体を根本から見直し、再構築すること▲

企画政策課np042－460－9800

　市長部局は９部40課（会計課を含む）、教育委
員会事務局は１部５課・教育機関（公民館・図書館）、
その他行政委員会（選挙管理委員会事務局・監査
委員事務局・農業委員会事務局・固定資産評価審
査委員会）となります。

組織体制

７月７日から市役所の組織が変わります

新  子ども若者部＜現・子育て支援部＞

　次世代を担う子ども・若者一人ひとりが心身ともに健やかに成長でき、
育まれる環境を目指し、子ども・若者の取組を総合的に推進するため、
現在の子育て支援部を「子ども若者部」に名称変更します。

健康課

　母子保健に関する業務の移管に伴い、「事業調整係」と「成人保健係」
に再編します。

新  子ども家庭課＜現・子ども家庭支援センター＞

　全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的な相談支援を行い、
出産前から子育て期にかかる、切れ目のない包括的な支援を進めるため、
子ども家庭支援センターを「子ども家庭課」に名称変更し、「事業庶務係」
「母子保健係」「子ども家庭相談係」「発達支援係」に再編します。

新  子ども若者応援課＜現・子育て支援課＞

　子ども・若者の自立する過程を支えられるよう、子どもや子育てに
関わる方々、若者の声を取り入れながら施策を推進するため、現在の
子育て支援課を「子ども若者応援課」に、調整係を「子ども若者計画係」
に名称変更します。

子ども・若者施策を推進します

地域共生課
　ひきこもりに関する支援や相談について、より幅広い年代に対応す
ることを目的に、「ひきこもり支援係」を新設します。あわせて、新た
な居場所づくりの拠点として、旧谷戸高齢者在宅サービスセンター跡
地において、ひきこもり地域支援センター事業を展開します。

ひきこもり支援を推進します

ここが ポイント！ここが ポイント！

　まちの魅力を高め、その魅力をアピールするシティプロモーション
に積極的に取り組むため、現在の秘書広報課を「秘書課」と「広報プロ
モーション課」に再編します。

新  広報プロモーション課＜現・秘書広報課＞

まちの魅力向上に取り組みます

新  秘書課＜現・秘書広報課＞

　秘書広報課の再編に伴い、秘書課を新設します。

　地域における学びの推進を図り、「いつでも誰でも学べる社会の実現」
を目指すため、現在の社会教育課を「地域学習推進課」に名称変更し、「地
域学習推進係」「地域学校連携係」「文化財係」へ再編します。

新  地域学習推進課＜現・社会教育課＞

地域における学びを推進します

　次の世代へ恒久平和への継承をより推進していくため、「市民活動・
平和推進係」と「人権・男女平等推進係」に再編します。今年度は、企画
検討の段階から子ども・若者と一緒に平和について考える、戦後80周
年平和大使派遣事業などを予定しています。

協働コミュニティ課

恒久平和の継承に取り組みます

　老朽化が進む施設・設備の整備や、学校を核としたまちづくりに向け
た学校施設の建替えを計画的に進めていくため、現在の教育企画課を「企
画調整係」と「庶務係」に再編し、学務課に「学校施設管理係」を新設します。

教育企画課 学務課

計画的な学校施設の整備に取り組みます

業務改革を推進します

　DXやBPRによる業務改革を推進することで、市民サービスの向上に
努めるとともに、持続可能な自治体経営の確立を目指すため、企画政
策課を「企画政策係」と「経営改革係」に再編します。

企画政策課

新  情報システム課＜現・情報推進課＞

　DXに関する業務の移管に伴い、現在の情報推進課を「情報システム
課」に、情報推進係を「情報システム係」に名称変更します。

新  環境政策課＜現・環境保全課＞

　ゼロカーボンシティの実現に向けた取組をよ
り推進していくため、現在の環境保全課を「環
境政策課」に、環境保全係を「環境係」に名称変
更します。

新  資源循環推進課＜現・ごみ減量推進課＞

　循環型社会の実現に向けた取組をより推進して
いくため、現在のごみ減量推進課を「資源循環推進
課」に、ごみ減量係を「資源循環推進係」に名称変更
します。

　住宅セーフティネット法の改正
等に対応し、居住支援体制の充実
を図るため、「住宅係」と「居住支
援係」に再編します。

住宅課

凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎敷地内  o保谷庁舎敷地内
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